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人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ
―モンスーン・アジア地域等における地球規模水循環変動への対応戦略―

山梨大学大学院 医学工学総合研究部　砂田憲吾

１．全体構想
　流域における適切な水循環の確保や環境保全をめざして持続可能な方策を選択していくためには，自然
的な制約条件のみならず，時代性を踏まえた社会的な条件の考慮が必要である。これらの条件は懸案地域
に固有な課題を提起し，各国・地域は複雑な制約条件のもとにそれらの問題解決への取組みがなされてき
ている。特に，モンスーン・アジア地域等では多様な地理的条件のもと，急激な人口増加と開発に伴う深
刻な水問題が顕在化している。各地域のさまざまな水問題を適切に認識し，課題克服への努力や経験を理
解することは，より適切な流域水管理の方策を構築するために不可欠である。
　本研究では，アジア地域等の水問題解決への貢献をめざし，湿潤地帯から乾燥地帯にわたるアジア地域
において条件の異なる典型的な水問題を抱える河川流域を選び，気候変動の影響を考慮しながら，それぞ
れの流域での水問題の実態を構造的に把握・分析して，問題解決のための水政策シナリオの提言を目的の
一つとしている。加えて，これら各国地域の水管理の問題や対策を参照して，新たな水政策シナリオ作成
を支援するために，さまざまな経験や知識情報を集約するために，ナレッジマイニング（知識・経験の発
見的掘り起こし）システム開発をめざす。

２．研究手法・体制
　水問題の理解のためには，個別の「地域」の視点が重要で，平均値ではなく当初から地域固有の事情や
特性を考慮するところから出発する。湿潤地帯から乾燥地帯にわたる多様なモンスーン・アジア地域を対
象に異なる典型的な水問題を抱える８河川流域を選び，それぞれの流域での水問題の実態を明らかにして，
問題解決のための政策シナリオを提言する。その上で，統合的流域水管理を支援するためのナレッジマイ
ニングシステムを開発する。このための主要な研究項目と対象河川を以下に示し，研究体制を図１に示す。

図１　研究体制
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A．外力変動の評価（グループ１）
（A-1） 急激な人口変動や都市開発，産業発展に起因する変動外力の評価
（A-2） 気候モデルによる気候変動外力の評価
Ｂ．水政策シナリオの作成（グループ２，３，４）
（B-1） 洪水問題が中心となる河川流域における水政策シナリオの作成
 　対象流域：　長江，メコン河，チャオプラヤ川，ブランタス川　
（B-2） 水不足問題が中心となる河川流域における水政策シナリオの作成
 　対象流域：　アラル海流入河川（シルダリア川，アムダリア川），ユーフラテス川
（B-3） 水質問題が中心となる河川流域における水政策シナリオの作成
 　対象河川：　ベトナムの河川，ガンジス川

C．アジア地域における水管理のためのナレッジマイニングシステムの開発（グループ１）
（C-1） わが国首都圏河川流域の水政策の歴史的経緯およびその評価と対比
（C-2） ナレッジマイニングシステムの開発と水管理の支援手法

３．研究成果
　研究体制としては前節，図１のように，大きく４つのグループに分けられるが，研究手法が流域の個別
性を重視していることから，個々の流域の水問題の構造解明と水政策シナリオ素案とに関わる研究成果を
順次採りあげることにする。先に，各流域での成果を示し，そののち横断的な研究とその成果を示す。

【洪水が主なテーマとなる地域の水問題（B-1）】
３．１　長江洞庭湖地区における退田還湖政策と農地利用
　流域面積 180 万 8,500km2，流路延長 6,300kmをもつ長江流域では，治水対策として遊水地の建設が古
くから行われてきた。近年は遊水地をより効率的に運用するために水害補償と組み合わせた新たな土地利
用管理施策を実施している。この施策の課題などを他国への適用性の観点から分析した。
　主な研究対象地は湖南省洞庭湖地区である。中国では遊水地は通常は農地および居住地として使用し，
大洪水時に洪水を貯留する施設という認識が一般的である。この認識は 1930 年代に出された「蓄洪墾殖」
政策に起因する。長江全流域を対象とした最初の治水計画（1959 年）で，三峡ダムの建設，堤防の嵩上げ，
遊水地の建設が計画された。一方で，「蓄洪墾殖」政策を背景に，1950 年代～ 70 年代にかけて食糧増産
を目的とした干拓により湖面面積が大幅に低下し（1825 年の約 6,000km2 が，1980 年に 3,000km2 以下），
これに伴って洪水調節機能も低下した。洞庭湖地区には 24 ヶ所の遊水地が指定されており 160 万人が居
住している。各遊水地では 1954 年大洪水の水位を基準として分洪水位と分洪地点が定められており，こ
の水位を超過した場合には，分洪地点の爆破により遊水地が利用されることになっている。1998 年に発
生した長江全流域の大洪水時には，洞庭湖地区の遊水地の多くの地点において分洪水位を超えていたが，
遊水地内の予想される被害の大きさのために，分洪されなかった。しかし，同年 1月に制定された防洪法
においては，遊水地の適切な利用を目的とした条項が定められ，法的な整備がなされつつある。さらに，
1998 年大洪水を契機として，中国政府は治水政策の転換をはかり，「平垸行洪，退田還湖，移民建鎮」政
策が実施されるようになった。これは，「垸を取り壊して洪水を円滑に流す；垸田を湖に戻す；垸内の農
家を垸外へ移住させ新しい町を建設する」というものである。実際には，住居のみ移転する「単退」と住
居・農地ともに移転する「双退」の両方式が採用されているが，洞庭湖地区の場合には，大部分が「単退」
である。これに加えて，2000 年に制定された洪水抑制強化区域の補償運用に関する暫定規定」（国発第
286 号）にしたがって，水害補償制度が施行されている。現在までに得られた結論をまとめると以下のよ
うになる。
（1 ）中国においては，遊水地とは洪水の貯留に特化した治水施設としての機能だけでなく，平常時は農地・
居住地としての機能も果たすものである。

（2  ）同じ土地を農地として利用しながら遊水地としても利用することは農業政策と治水政策とのコンフリ
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クトの可能性を内在するものである。しかし 1998 年洪水を契機に，中国政府は退田還湖，水害補償制
度を通して遊水地利用を進めていく方針をとる中で解決をはかっている。

（3 ）洞庭湖地区の遊水地には，三峡ダム運用後にも一定の役割が期待されている。当該地区の遊水地が適
切に利用されるようになるためには，洪水に対応した作付け体系の導入，３市にわたって分布する遊水
地を効果的に利用する方法の決定，持続的な水害補償制度の確立などが，課題となっている。

３．２　メコン河流域の水問題
　メコン河は標高 5,200m 以上のチベット高原に源を発し，中国，
ミャンマー，ラオス，タイ，カンボジア，ベトナムを経て，南シナ
海に注ぐ。総延長 4,900km，流域面積 795,500km2 の国際河川である。
メコン河流域については本CRESTプロジェクトでも丹治チームに
よりシナリオ研究が採り上げられ，農業と水利用，森林，漁業，経
済発展，各国の対立と協調などについて幅広く精力的な研究が進め
られている。本研究では研究の効率化と重複を避けるために，これ
らのフォローを行うと共に，丹治CRESTでは深く検討されていな
い重要な課題として河道の問題に重点をおき，調査研究を行ってい
る。また，国際河川として不可欠な総合的な流域管理の視点から，
基本的かつ客観的な知識・情報の共有の方向について具体的な提案
に向けて検討してきた。メコン河委員会は表１のような主な水関連
問題（ここでは項目のみ提示）があるとしている。
　このうち，河道の管理は同表の項目１，２，４，５にかかわる流域全体に関わる重要な課題である。本研
究ではこの点について，不十分であるが現存する観測資料を用いて，メコン河下流域の土砂および栄養塩
の動態の推定を試みた。解析に用いるデータには，メコン河委員会の hydrological database （HYMOS）
の流量データと浮遊砂濃度データおよびWater Quality Monitoring Network （WQMN） database の水質
濃度データを使用した。メコン河本川 Chiang Saen より下流区間約 2000kmを５区間に分け，支川から
の土砂流入を考慮して土砂収支を把握する。既知の観測データから浮遊砂量および栄養塩負荷量と流量と
の間にそれぞれ経験的な関係式を仮定し，浮遊砂量および栄養塩負荷量を推定した。その結果，上流から
の土砂生産・輸送がメコン河下流域における土砂量に大きく寄与していること，一方，栄養塩は土砂の場
合と異なり，支川または河道から大量に流入していることなどの結果が得られた。
　一方，表１に示される課題の７は，流域の開発や環境整備の計画や将来の方向の合意についての共通基
盤を支える，「知識・情報」の共有に関わる課題である。この点に関して，現存するメコン河本川情報収
集に関わる国際機関のうちの主な機関として，MRC（Mekong River Commission：メコン河委員会），
GMS（Greater Mekong Sub region：拡大メコン圏），Upper Mekong Navigation について，データ収集
努力と収集範囲，人員・知識の結集，意思決定への反映，他の学術研究機関との連携の状況について検討
した。実際の検討ではこれらの項目をさらに細分化して評価しているが，最も活発・積極的な場合をラン
ク５として比較すると，図２のようになる。Navigation では目的が限定されているため，知識情報の利

表１　 メコン河流域の主な水関連
問題（メコン委員会 3））

１．水位（または流量）変動
２．漁業生産性と生態系機能
３．水質悪化
４．河岸侵食と河床変動
５．航行障害
６．森林破壊
７． 政策目標，評価手法，利益
分配の不調和

図２　メコン河関係国際調査機関における知識情報の管理の（総括的）比較
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用は限られているが，MRCでも GMSの場合でもデータ収集や人員の投入において，十分とは言い難い。
研究では，さらにどのようなデータ内容が必要か，さらに重要かつ効率的な知識情報の項目について政策
シナリオとしての提案をめざしている。
３．３　タイ国チャオプラヤ川流域における総合治水対策と水需要
　アジアを代表する氾濫原であるタイ
国・チャオプラヤ川流域（バンコク首
都圏域を含む）において策定された総
合治水対策の効果について，わが国の
場合と比較しながら分析している。研
究対象とした河川は近年都市化の進展
が著しい低平地緩流河川であり，その
流域の大半が氾濫平野である。このよ
うにもともと洪水の危険のある土地で
の市街化により被害ポテンシャルが増
大したことが洪水被害を増大させてき
た。バンコク首都圏域に関してはこれ
に加え，都市化に伴う地下水の汲み上
げにより進行した地盤沈下が被害ポテ
ンシャルを増大させている。バンコク
首都圏域およびチャオプラヤ川流域で
の構造物対策，非構造物対策について，
その計画内容を整理すると表２の通りである。構造物対策では，1983 年の大洪水の後，緊急対策として
外周堤防の設置，チャオプラヤ川への排水施設の増強がなされた。これにより以前は数ヶ月間続いた浸水
期間が，緊急対策後は数日にまで減少した。また 1983 年以降のチャオプラヤ川での洪水の際にはバンコ
ク域への浸水はみられない。これより構造物対策の効果は大きかったことがわかる。非構造物対策では，
表２に示すように市街化地域の中に 20 の保水地が登録されている。またバッファーゾーンでの開発を完
全に抑えることはできなかったが，開発に際し一定の流出量確保を義務付けることが行われている。構造
物対策と非構造物対策を組み合わせた総合治水対策は有効であり，モンスーン・アジア地域の他の同様な
流域においても有効であると考えられる。 
　人口の急増する都市域（バンコク周辺）の水需要予測は今後の水管理政策のもう一つの重要な課題であ
る。この課題について，タイ政府各機関の協力により得られている産業，生活用水に関わる各種統計をも
とに，チャオプラヤ川下流域の７県における産業用水，生活用水の需要構造を分析するため，アンケート
調査を実施した。水需要分析の対象とするタイ国 7県の産業連関表を作成するとともに，工業用水需要の
GDP産業連関表とのリンクモデルを作成した。結果をもとに，戦後の日本における水需要動向を参照し
ながら，タイ国が将来取り得る政策的手段の効果について分析し，タイ国の将来水需要予測を試みている。
３．４　ブランタス川流域における水・土砂管理
　インドネシア・東部ジャワ州に位置するブラ
ンタス川流域（図３に上流域を示す）は，流域
面積は 11,800km2 で，流路延長は 320kmである。
ブランタス川流域では火山活動などの激しい自
然現象に加え，人間活動も拡大している点に注
目し調査研究を行ってきた。流域では，第２次
世界大戦後現在まで，第１次から４次のマスタ
ープランに沿った形で流域管理が行われてきて
いる。1962 年にまとめられた第１次マスター

表２　チャオプラヤ川における総合治水方式での対策内容

バンコク首都圏域 チャオプラヤ川全流域
対策内容
（総合治水
対策）

非構造物対策
・ 外周堤防外側のグリーン
ベルト保全

・ 外周堤防・小規模堤防間
のバッファーゾーン保全

・ 市街地内での保水地域（保
水容量約 1200 万 m3）の
指定，開発の抑制．

・浸水予報・警報
・広報・教育

非構造物対策
・ダムの運転規則の改善
・ 市街化抑制などの氾濫原
管理

・森林などの流域管理
・ 洪水対策関連の制度・組
織の整備

構造物対策
３つの代替案
１．部分的防御
２ ．チャオプラヤ川の堤防
嵩上げ

３ ．チャオプラヤ川の放水
路

　治水計画については代
替案をもとにタイ国政府
により検討中．

構造物対策
・ 外周堤防による北東部か
らの流入阻止

・ 市街化地域外側の小規模
堤防

・ チャオプラヤ川への雨水
排水ポンプ増強

・ チャオプラヤ川の堤防の
嵩上

・輪中提防

図３　ブランタス川上流域
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プランは主として洪水対策が目的とされ，中流域では
ダム建設，下流域で河道掘削などの河川改修が実施さ
れた。第２次（1972 年策定），第３次（1986 年策定）
のマスタープランはそれぞれ農業用水確保，工業・生
活用水確保を目的としたものであり，灌漑施設の強化
等が実施された。
　図４に GDP，米の生産量，人口の変遷を流域内の
ダムの総貯水量と併記した。同図に示されるように，
ブランタス流域内の人口は単調に増加してきており，
2000 年の人口は 1960 年の人口に比べてほぼ倍である。
流域のGDPはさらに急激に増大し，1970 年から 1993
年にかけておよそ 75 倍になった。また，第２次マス
タープランに沿った流域管理が行われた時期（1970
年代）に，米の生産量は，水田面積がほとんど増大し
ないにもかかわらず，ほぼ２倍になった。この時期は，
スタミダムなどのダムが建設され，流域のダムの総貯
水量が急激に増加した時期と一致していた。このこと
から米の生産量の増大は，ダム整備の結果，乾季にも
米作が出来るようになったことに起因すると考えられ
る。さらに，第３次マスタープランの策定後，工業の
GDP が急増し，農業と逆転した。以上のように，過
去 40 年間，人口，GDPとも増加し続け，各マスター
プランの主目的は達成されてきたとみなすことができる。
　一方，ブランタス川流域では流域管理の問題として，中流域のダムでの堆砂による有効貯水量の減少が
最重要課題の１つであることが指摘されている。土砂の問題として，①中流域のダム群の堆砂及び②下流
域の河床低下の２問題が重要な問題であることが知られている。この問題を解決すべく政策提言を行うた
めには流域の詳細な土砂動態の把握が必要である。中流域のダムへの主な土砂生産源は活火山であるクル
ー火山とスングルダム上流域である（図３）。クルー火山の影響に関しては多くの調査がなされているが，
スングルダム上流域における土砂動態に関しては十分に把握されていないため，スングルダム上流域にお
いて放射性同位体を用いて土砂動態の把握を試みた。
　スングルダム上流域のブランタス川源流域，レスティ川・アンポロン川流域において試料採取を行い，
放射性同位体 Pb210-ex 濃度を測定した。森林土壌，耕作地における土壌侵食量それぞれにモデルを適用
した結果，森林からの土砂流出はほとんどなく，耕作地からの土砂流出が卓越していることが推測された。
この結果から特にブランタス川源流域では耕作地での土砂生産源対策が有効であることが示唆される。

【水不足が主なテーマとなる地域の水問題（B-2）】
３．５　シルダリア川流域における上下流間の利水競合と水土の劣化
　水不足および上下流間の利水競合と下流域の深刻な水環境・生態系の劣化に直面している国際流域小ア
ラル・シルダリア川流域を対象として，水需給の実態，流域関係国の水政策，水環境の現状掌握・将来動
向の評価を行い，水・環境問題解決のための将来像と改善対策を明らかにし，同流域の水政策シナリオを
提案することを目的に研究を進めている。ソ連の統合計画経済の下で構築されたこの流域の水利システム
は，独立後，各共和国におけるその運用・管理方針の大幅な変更に伴い上下流間に大きな水問題，環境問
題を生じた。キルギスタンは，自国の水資源を自国の利益のために活用する方針を選択し，流域最大の規
模を誇るToktogul ダム（貯水量 195 億 m3）を冬期の発電のために運転するようになった。夏期の同ダム
への貯留は下流域の灌漑水の不足を生じ，冬期の発電のための放流は下流域の洪水の原因となった。シル

図４　 ブランタス川流域における GDP，米の
生産量，人口，ダムの総貯水量の変遷
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ダリア川は冬期に凍結するため，河川の通水能力は
減少し，このことが被害を一層大きくした。カザフ
スタンは Chardara ダム（貯水量 57 億 m3）を運用
して洪水調節を試みたが，すぐに満水になってしま
い，越流した水はウズベキスタンのArnasai 低地を
経てAidar 湖（塩湖）に流入し続けている。Aidar
湖は拡大の一途をたどり，巨大な湖となっている。
この低地へ流入した水は小アラルへ流入することは
なく，塩水と混合するため，水資源としての価値は
消滅してしまう。このような状況のもとで，流域関
係国は 1992 年以来，事態の収拾に向けた調停作業
を進めている。基本的には，旧ソ連時代に形成され
た上流国と下流国の間で，水資源とエネルギー資源のバーター取引を踏襲する方向で，進められてきた（図
５）。しかしながら，何度か協議が繰り返され合意に至っても，各国とも自国の利益を最優先し，相互の
義務を軽視する傾向が強いため，結局は不調に終わっている。交渉の継続が望まれる。
　下流域地域では深刻な圃場での塩類集積問題が生じている。これに対処するため，代表的な灌漑ブロッ
クの水稲作付圃場を対象として現地実験を行い，上層土中水の灌漑期間中における塩類濃度の変動特性の
分析を行い，本流域の土壌・気象条件下における水ストレス，塩ストレスの発生が農地の土壌水分変動に
及ぼす影響について検討した。その結果，シルダリア川下流域の農地では塩ストレスが消費水量に与える
影響は大きく，塩ストレスの影響を受けた農地において，除塩なしに作物蒸発散量を灌漑水量として採用
した場合，余剰水が土壌に残存し，二次的塩類集積の危険性が高くなることを明らかにした。
３．６　ユーフラテス・チグリス川流域における流域国間の協調と援助国の役割
　ユーフラテス川とチグリス川は一つの河川流域として
捉えられることが多い。両河川を比較すると，ユーフラ
テス川において水資源はより逼迫している。ユーフラテ
ス川の主要な流域国であるトルコ，シリア，イラクの間
で「水争い」が 1960 年代より顕在化しており，現在に
至るまで協調の為の体制（たとえば流域機関設立）は確
立されておらず，流域国間での確執が解決する目処は立
っていない。河川を流下する水量が乾期と雨期では大幅
に異なり，雨期の水を利用することで資源としての水の
総量を増加することが可能なモンスーン・アジアとは異
なり，ユーフラテス川流域では一定量の水を流域国が争
奪するというゼロサム的な状況にある。このように水資
源の付属が顕在化している国際河川流域であるユーフラテス川流域において，どのような水資源管理が為
されるべきかについて，関係国専門家と協議しながら検討している。
　ユーフラテス川流域の水資源管理への寄与として，本研究の枠組みの中で流域国から各１名の専門家（大
学の研究者）が参加する「専門家会合」を年に２回の割合で日本において開催している。参加する専門家
は固定されており，同じメンバーが定期的に顔を合わせることで，相互の理解と信頼が深まることを期待
している。「専門家会合」では流域横断的な研究と各流域国内での研究を含む研究計画を作り，それを流
域国内の研究者による参加を得て実施する。そのことで流域の現状について共通の認識を形成すること，
および学術的な知見を得ることを目的としている。「専門家会合」は個人の資格での参加であり，かつ専
門家間での信頼と共通認識の育成を目的としている。
　「専門家会合」には以下のような効用があることが実感される。①他の流域の研究者と「接触」する機
会は，過去に珍しくはないが，第三国（日本）で定期的に同じ顔ぶれでの会合を重ねることにより「交流」

図５　 上流国～下流国間の水とエネルギーの融通
交換のイメージ

写真１　専門家会合による検討
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を深める機会は，これまでに存在しなかった。②流域内での地名の英語（アルファベット）表記が，流域
国によって異なるなど，簡単な技巧的事項のレベルで，相互の理解を妨げていた要素が多々あることが実
感された。③先進国の研究者が研究計画を「押しつける」のではなく，流域国の研究者による研究計画の
策定を先進国の研究者が側面支援するという形態で共同研究が策定されることは，専門家間での信頼と共
通認識を育成する上では有用である。以上の専門家会議を通じ，現時点で確定している共同計画案として，
（１）「イラク国内に於ける農業用水使用の最適化」
（２）「ユーフラテス・チグリス川流域におけるイベント・データベースの構築」
が掲げられ，現在実施段階にある。

【水質・環境が主なテーマとなる流域の水問題（B-3）】
３．７　ガンジス川流域における現地調査
　ガンジス川流域を対象とし，水質問題に重点
をおいた水政策シナリオを提示するための調査
を行っている。調査に際して，ガンジス川流域
は広大であること，焦点が都市化に伴う水環境
におかれているため，代表的な都市であるイン
ド国ニューデリーについて詳細な調査を行い，
その結果と他の地域の基礎的な情報を元に，流
域の水政策シナリオを提示することを目標とし
ている。
　・河川の水質汚濁状況：　河川の現状把握のため，ニューデリー近郊のヤムナ川（ガンジス川支流）の
河川水質調査を実施した。調査場所は，ニューデリー上流のパラ付近と下流のマジョーリ（下流 40km付
近），ブリンダヴァン（下流 106km付近）である。調査は，雨季９月，乾季２月の２回実施した。
　図６に水質分析結果を示す。上流がパラ，下流 1がマジョーリ，下流 2がブリンダヴァンである。
　乾季に関して，すべての水質項目で下流に比べ上流の値の方が低い傾向にあった。雨季には，若干，
BOD，T-Nの値が下流で高いものの，上流，下流でほとんど変化がない傾向であった。これは，雨季に
は降雨による水量の増加および多数の洪水があるため，河川における滞留時間が短くなるとともに，河川
の汚濁が押し流されたものと考えられる。調査を行った河川においては，乾季において汚濁負荷が蓄積さ
れ，雨季に押し流される工程を１年周期でくりかえしていることになる。
　・汚濁負荷量原単位調査の結果：　生活排水系排水の調査結果からは，都市部に関しては，スラムの値
が全体的に低い傾向にある以外，高，中，低所得者間での傾向の違いが見られなかったこと，一方，スラ
ムは，すべての項目において値が低く，高，中，低所得者の傾向とはまったく違う傾向にあったことなど
が得られた。家を借りることができない収入であるため，食生活や生活様式が大きく異なったものと考え
られる。農村部に関しては，ほとんどの負荷量原単位が小さく，使用水量も少ない傾向にあった。牛舎排
水の調査結果からは，都市部排水が河川へ与える影響が大きいこと，都市部では所得による負荷量原単位
の大きな違いはないが，スラム，農村部では生活様式の違いにより都市部の原単位とは大きく違う傾向に
あることが分かった。
３．８　サイゴン・ドンナイ川流域における水質問題と水マネジメント
　サイゴン・ドンナイ川流域は，流域面積 40,683 km2，流域人口は約 1,600 万人であり，年率２％以上で
人口が増加している。同流域にはベトナム最大の都市ホーチミン市があり，ベトナムのGNPの３分の１
を生産する重要地域である。過去 20 年近く，ホーチミン市の人口は年率６％で増加しており，1980 年代
の終わりの 200 万人程度の人口から，今日では 600 万人近くの人口になっている。人口の増加に伴い，農
業用水，都市用水，工業用水の需要が急速に伸びているが，ダムなどによる水資源開発は 1980 年代に行
われたものの，近年は様々な制約により困難となっている。本流域においては，海水の遡上による淡水資
源の塩水化，都市排水や工業排水などによる汚染，農業や養殖漁業，砂の採掘による汚染などの水質問題

図６　ヤムナ川の水質調査結果
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を抱えており，これらの問題は水利用に対する大きなスト
レスとなっている。本研究では，サイゴン・ドンナイ川流
域における水需要の変化と，水利用における制約因子を調
べ，将来の水需給の問題を解明するとともに，水をめぐる
利害対立を解消するために必要なマネジメントツールの確
立を目的としている。
　サイゴン川上流にはヨーティン貯水池があり（図７下部），
サイゴン川右岸流域に農業用水を供給するとともに，ホー
チミン市の水道水源となっている。この貯水池は，雨季と
乾季で面積が大きく変わり，乾季の湖岸では，家鴨などの
養殖や，牛の放牧が行われるほか，水面には 1200 程度の
養殖生簀が浮かんでいる。また，貯水池の一部では砂の採
取が行われており，高い濁度となっている。養殖生簀の所
有者 45 世帯にインタビューを行ったところ，ここ数年で
水質が悪化したと答えた回答者が多かったが，生簀が貯水
池の水質に影響を与えていると考えている養殖業者は少な
かった。そこで，同貯水池の水質（BOD）を毎月測定し
た結果，貯水池流入部の BODは２mg/L 以下であるが，
養殖生簀などの多い流出部では BODが５mg/L 程度に上
昇していた。 インタビューの結果では，魚の市場価格の変
動が生簀の数に最も大きな影響を与えることがわかった。
環境規制への実効性が経済的側面も考慮される必要がある
ことが知れた。
　貯水池での水質調査を行い，養殖生簀が集中している地
域（Site ６と７）とそれ以外の地域での BODの違いを図
８に示す。季節による変動はあるものの，Site ６と７は他
の地域に比べて有意に高い BODを示しており，特に乾季
に貯水池の水量が減少すると高いBODを示した。

【横断的評価とその視点１（Ａ）】
３．９　沖積平野おける地下水に関する認識
　アジアのモンスーン地域における沖積平野の地下水保全政策について比較研究を試みている。代表的な
ハノイ平野，メコンデルタ，ホーチミン平野，チャオプラヤ平野，バングラデシュ平野においては，いず
れもユーラシア大陸の縁辺に位置し，人口が集中する平野である。これらの平野には人口が稠密で，農業
や商工業の生産活動が活発に行なわれている。そのため地下水が多量に利用されて社会の発展に寄与して
きている。その反面，近年地下水の過度の汲み上げにより各種の地下水障害が発生している。これまで経
てきた日本の経験と施策を一つの基本的視点として，対象地域を比較検討し，モンスーン・アジアの地下
水資源の現況と問題点の整理をめざしている。
３．10　わが国の首都圏における水資源政策（A-1: 比較研究） 
　日本の首都圏河川流域での「人口増加外力～応答（施策群展開）」の関係を，水資源確保の側面から分
析し，それが持つ一般性，今日性の度合いを考察することにより，モンスーン・アジア地域における水政
策を検討するための比較対照流域としての位置づけを明確にしたいと考えている。
　人口急増への応答にかかわる諸事象・施策の展開と相互作用：　首都圏の人口急増への対応は，大きく，
１）新規の都市用水の開発，２）工業用水の回収率向上による需要急増の吸収，３）水利用の転用（農業
用水から都市用水へ），４）生活用水の節水，に分けられるが，問題解決への実質的寄与度は前二者が大

図７　 ドウティン貯水池（図下部）とその
流域とサンプリング地点

図８　 ドウティン貯水池サンプリング地点
でのBOD値
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きかったと言える。これらの対応策にいたる流れを整理した。1950 年代後半から顕著になった首都圏へ
の人口・経済活動の集中に対応できた理由を考える上でのポイントは以下のようである。 
　1964 年の危機的状況での利根導水路緊急活用（建設着手後わずか１年）など，直接的には 1960 年代前
半を乗り切ったことが大きいと考えられる。しかし，利根導水は単独ではあり得ず，利根川水系水資源開
発基本計画という枠組みが直前（1962 年）にできて，利根川取水を許す基本条件（ダムによる都市用水
新規開発の計画）が整備されていたこと，さらに，それに先立つ 10 年ほど前から，戦後復興と治山治水
を軸とする国土開発計画が立てられ，多目的ダムを主役とする河川総合開発が実質上始められていたこと
も，外力への応答を早める上で重要だったと考えられる。 
　一方，工業用水については，地盤沈下の要因となった地下水汲み上げ規制や水質汚濁防止の取り組みが，
回収水率向上に寄与していたと考えられる。このように並行して生起した他の問題への取り組みが施策推
進に同期的に作用したことも重要なポイントと考えられる。
　これまでの考察を踏まえ，首都圏人口急増に応答した施策群展開に関わる構造，および一般性という意
味で課題になりうる項目の抽出と検討を進めている。 
３．11　気候変動に伴う将来の河川流量の予測（A-2）
　地球規模の水循環変動の程
度を直接考慮するために，
2005 年度には様々な機関で
開発された大気海洋結合モデ
ルを用いて，将来（2081-2100
年）のモンスーン・アジア地
域の気候及び河川流量の予測
を行っている。用いたモデル
は，気象研究所で開発された
大気海洋結合モデルを含む世
界の様々な気候研究機関で開
発された 19 個のモデルによ
る予測結果を統合するアンサ
ンブル平均が用いられた。
　今回は水平解像度 60kmメ
ッシュの気象庁・気象研究所
統一全球大気モデルを用いて，
20 世紀末（1990 年頃，以下，
現在）と 21 世紀半ば（2050
年頃，将来）のシミュレーシ
ョンを行った。積分期間は各 30 年である。また河川モデルを用いて，大気モデルで得られた流出量から
河川流量を求め，アジアの主な河川における将来の変化を予測した。
　結果は図９にアジア６河川の流量月変化として示され，特徴は以下のように要約される。
・観測と比べると，現在ランはユーフラテスとメコンを除いて概ね観測の標準偏差内に収まっている。
・ 月変化について見てみると，観測に見られる長江の 9月頃のピークがモデルで再現されていないが，他
の河川では概ね月変化の傾向も良く再現されている。

・ 将来変化について見てみると，長江＋8.7%，メコン川＋6.8%，チャオプラヤ川＋4.2%，ガンジス川＋
6.6%，ユーフラテス川－3.9%，シルダリア川＋3.3% となった。

・長江では７月～ 10 月にかけて流量が増大しており，洪水などが増える可能性が示唆される。
・ ユーフラテスやアムダリア川では冬から夏にかけての降水が増える一方，夏から冬にかけては減少する
傾向がうかがえる。

図９　 黒の実線は観測データ（Global River Discharge Cente:GRDC）
で，影のついた領域は年々変動の標準偏差を表している。また青
線は現在ラン，赤線は将来ランである。
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【横断的評価とその視点２（Ｃ）】
　本研究では，研究期間中前半に主に水問題の構造解明に重点が置かれ，その解析の過程で課題克服のた
めの政策シナリオ素案が考察されてきている。今後の研究後半では，課題のさらに十分な見極めと流域固
有のシナリオ提案をめざしていく。その過程で，各流域で得られた知識や経験を集約して，他の地域での
今後の水管理政策樹立のために生かしていくことを考えている。
　この横断的な知識・経験の集約の方法について検討を開始している。この種の集約は単純なものではな
く，当面３種のアプローチが考えられた。それらは，次のようなものである。
　① 対象とする９流域での主要な特徴をセットで分析し，総体的な経験として理解する。たとえば，ブ
ランタス川流域では「火山活動や地形などの自然条件の激しさとともに，人間活動の大きな影響の
もとでの流域と管理の変遷がどのような経過をたどったか」を総括する。

　②自然・社会的な条件のもと，適当な課題・政策のリストアップと比較参照，集約を行う。
　③ 水管理政策立案に必要な検討項目を系統的に整理し，それらに関係する項目がすでに検討された事
例を直接引用できるようなシステムを開発する。また，項目立てはせず，本研究で収集された資料・
情報をクロスリレーショナルなデータベースとして順次参照・引用する情報を活用する。

これらの３種のアプローチは互いに特徴を有しており，当面，並行して検討を進めることになっている。
ここでは，特に③の前半のシステムについての検討状況を示す。これは，研究当初に政策提案を支援する
ために仮称していた「ツールボックス」に代替するものであり，手法に期待する意義をより適切に呼称す
るために，「ナレッジマイニングシステム（知識・経験の発見的掘り起こし）」と呼ぶことにした。
３．12　アジア地域における水管理のためのナレッジマイニングシステム（C）
　本研究では，洪水，渇水，水質といった水関連の課題を
抱える９流域を選択し，課題解決のための政策シナリオ策
定を目標とした事例的研究を進めている。これらの流域か
ら得られた個別の知見を，他の流域での水管理政策の立案
に役立つものとして整理するシステムを開発している。政
策立案に関わる人が，多くの事例から水問題解決のための
参考事例や知恵を発掘することができることができるよう
なシステムという意味を込めて，このシステムを
Knowledge Mining System （以下KMS）と名づけている。
Knowledge Mining System （KMS） の基本構造：　KMS
は，政策立案者等が流域における水関連の政策シナリオを
立案する際の支援となる事例集と位置づけられる。そのた
めには，様々な地域に適応できること，多様な課題に応え
ること，特定の課題の解決に役立つこと，などが必要であ
る。そこで，アジア地域を対象として水管理政策を立案す
るためにあたって，図 10 に示す基本構造に基づいて，一
般的に考慮しなければならない項目として 45 項目を設定
した。全体を，政策実施環境，組織の機能・活動・情報の
共有，水問題に関する現状・課題・評価という３大カテゴ
リーから構成され，各カテゴリー内に，さらに別途設定さ
れるような仔細な項目が含まれる。これらの項目が，流域
ごとの事例研究で得られた知見をつなぐ横糸になる。
　KMSの具体的な構造の例としては，図 11 に示すような
構造を考えている。流域事例ごとに主要課題（洪水対策，
渇水対策，水質対策等）が異なるため，政策立案者が適切
な項目を選択することにより，自分が直面している課題に

図10 　ナレッジマイニングシステム
（KMS）の基本構造

図11　 ナレッジマイニングシステムの
マトリックス構造
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類似したいくつかの事例を即座に選択でき，それらを参考に政策シナリオを立案できるようにする。また，
テキスト形式のデータベース内で，キーワードに関して Wiki の技術を用いて，データベース間がリンク
する仕組みについても検討している。

４．まとめ
　アジア地域の河川流域での水問題について，統計的平均的に議論するのではなく，地域の実情を踏まえ
た固有な課題の構造分析をめざして典型的な流域について考察した。長江では治水対策と農業・社会政策
との葛藤がこれからも主要な課題となること，国際河川のメコン河では開発への期待とともに環境への配
慮や流域国間の協調が不可欠なこと，チャオプラヤ川では都市河川の管理に継続的な努力が待たれること，
ブランタス川流域では人間活動と自然（土砂）の激しいインパクトへの適切な対処が求められていること，
シルダリア川流域での総合管理に逆行的な水管理の実状があること，ユーフラテス川では専門家の努力に
期待されること，ニューデリー市やベトナム河川などの都市域での効率的な環境整備・環境負荷の軽減策
が待たれること，などが認識された。さまざまな流域の水問題の現実と課題をあらためて理解し，それら
への対応と経験を相互に交換し，誤りのない水管理施策樹立の支援を進めていきたい．

５．今後の展開
　人口急増の影響の考慮については各流域でのシナリオ検討に委ねられているが，地球規模の水循環変動
については，流出変動予測結果が得られつつある。それらの結果を反映させた形で流域水政策シナリオの
提示に向けて研究を進める予定である。水政策シナリオは，流域の規模や事情により多様なものとなり，
一面的な比較は適当ではない。加えて，シナリオは現地の事情や要請に沿ったものをめざしながらも，地
域の「現状」を追認するだけに止まらない場合もあると考えている。むしろ，めざすべき水政策シナリオ
は多様で「誤りのない」方向が提示できればと考えている。
　各流域での固有の事情の理解に立って水政策シナリオがめざされ，その過程において各流域で得られた
知識や経験を集約する，ナレッジマイニングシステムの開発が今後の主な検討の一つとなる。この場合は，
対象流域以外の情報も適宜取り入れて，議論する必要もあると考えている。
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